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 一方、持分を取得する美悉商貿は、株式会社スタイリングライフ・ホールディングス（以下、「SLH」とい

う。）の社内カンパニーで 基礎化粧品、メイクアップ化粧品、医薬部外品等の開発・製造・販売事業を営

むBCLカンパニーの中国事業展開のための現地法人であります。 

 

この度の美悉商貿の持分取得による事業統合で、BEAUNET グループは BCL ブランドの中国総代理店となり、

美悉商貿の事業基盤の継承により大幅な業容拡大が見込まれます。一方、BCL カンパニーは販売を SLH の出

資先であるBEAUNETに集約することでマーケティング活動に集中し、相互の協業により一層の中国市場での

拡販を狙います。 

加えて、本事業統合は、BEAUNET の事業コンセプトである日本の化粧品メーカーの中国市場アクセスのプ

ラットホーム化を更に進めることに資するものと考えております。 

 

２．持分を取得する子会社の概要 

(1) 商 号 BEAUNET CORPORATION LTD 

(2) 所 在 地 1001 Admiralty Centre Tower Ⅰ、18 Harcourt Road Hong Kong 

(3) 代表者の役職・氏名 董事長  北野 貴宗  

(4) 事 業 内 容 
中国における美容ポータルサイト運営、化粧品の E コマース運営及び

小売業・卸業を営む会社を統括する持株会社 

(5) 資 本 金 46,369,379.60香港ドル 

(6) 設 立 年 月 日 平成18年（2006年）1月25日 

 

３．子会社が取得する会社の概要 

(1) 名 称 美悉商貿（上海）有限公司 

(2) 所 在 地 上海市盧湾区茂名南路205号瑞金大厦1119、1105室 

(3) 代表者の役職・氏名 董事長  北村 博之  

(4) 事 業 内 容 化粧品及び化粧用具等の卸売り 

(5) 資 本 金 350百万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成21年（2009年）2月26日 

(7) 大株主及び持株比率 株式会社スタイリングライフ・ホールディングス ：100.00％ 

(8) 
当社（上場会社）と

当該会社の関係等 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 

当社との直接の取引はありませんが、当社の連結子会

社であるBEAUNET CORPORATION LTDの中国子会社であ

る璞優（上海）商貿有限公司は、当該会社より化粧品

等の仕入れを行っています。 

(9) 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態（＊）              （単位：千人民元） 

 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 

 純 資 産 10,898 12,347 12,272

 総 資 産 10,715 12,576 13,071

 売 上 高 6,147 2,080 7,514

 営 業 利 益 △4,100 △4,086 △578

 経 常 利 益 △3,942 △4,256 △75

 当 期 純 利 益 △3,942 △4,256 △75

＊邦貨換算する為替レートは、平成23年12月期（1人民元＝12.31円）、平成24年12月期（1人民元 

＝13.91円）、平成25年12月期（1人民元＝17.36円）です。 

 

 

 



 

 

４．持分取得の相手先の概要 

(1) 商 号 株式会社スタイリングライフ・ホールディングス 

(2) 所 在 地 東京都新宿区北新宿2-21-1 新宿フロントタワー 

(3) 代表者の役職・氏名 代 表 取 締 役 遠藤 育雄 

(4) 事 業 内 容 雑貨小売販売、通信販売、ビューティ＆ウェルネス、フード事業 

(5) 資 本 金 の 額 10億4860万8000円 

(6) 設 立 年 月 日 平成18年（2006年）5月17日 

(7) 大株主及び持株比率 
株式会社東京放送ホールディングス ：51.00％ 

Ｊ．フロント リテイリング株式会社 ：49.00％ 

(8) 
当社（上場会社）と

当該会社の関係等 

資 本 関 係

当社との資本関係はありませんが、当社の連結子会社

である BEAUNET CORPORATION LTD の株式を 1.92％保有

しています。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 事 項
該当事項はありません。 

 

５．取得持分、取得価額及び取得前後の所有持分の状況 

(1) 異動前の所有持分 所有割合： －  ％ 

(2) 取 得 持 分 100.00％ 

(3) 異動後の所有持分 所有割合：100.00％ 

   （注）取得価額につきましては、当事者間の合意により非開示としておりますが、専門家による   

デュー・デリジェンスを実施した上で、財務諸表や損益予測等を踏まえ決定しております。 

 

６．日程 

(1) 持分譲渡契約の締結日 平成26年11月27日 

(2) 持分取得 平成26年12月中旬（予定＊） 

   ＊中国当局の許認可取得後に完了する予定です。 

 

７．今後の見通し 

  本件連結子会社による持分取得が、平成 27 年 2 月期における当社の連結業績に与える影響は軽微と考え

ておりますが、今後、公表すべき事項が生じたときは、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 


